
忠岡町のごみ処理方針と
減量化に関する住民説明会

令和４年９月１２日



Ⅰ 一般廃棄物処理の現況について
■将来人口とごみ排出量予測

実績値 予測値

※平成29年度～令和3年度（実績）：各年度3月31日現在
※令和4年度～令和19年度（将来人口）：「第6次忠岡町総合計画」の目標とする将来人口
※推計人口間は直線回帰

・人口
16,681人→15,237人

約9.1％減少

・ごみ排出量
5,291ｔ/年→4,679ｔ/年

約8.8％減少

※人口、ごみ排出量ともに
令和4年度予測値と令和
18年度予測値を比較



Ⅰ 一般廃棄物処理の現況について
■1人当たりごみ処理経費



Ⅱ 廃棄物処理に関する課題
■課題と取り組み内容

No 課 題 取り組み

１ 人口減少に伴うごみ量の減少 将来の人口減少とそれに伴うごみ量の減少を視野に入れた、適切な資本ストック
の在り方を検討し立案する。

２ 税収の減少 廃棄物処理施設整備事業が、今後見込まれる税収減少の一助となる事業ス
キームを検討し立案する。

3 廃棄物処理施設整備費の高
騰・財政負担

従来の事業方式にとらわれず、民間活力の活用も含めた上で、多角面的全方向
を視野に入れ、可能な限り財政負担を軽減する事業方式を検討し立案する。

4 災害廃棄物処理 早期復旧・復興の一助となる事業スキームを検討し立案する。

■基本方針
① 地域住民に信頼される安心・安全な施設の整備と管理運営 ➡ 安定したごみ処理事業の推進

② 災害廃棄物を迅速に処理し、早期の復旧・復興に寄与 ➡ 災害レジリエンス（復興力）強化

③ 廃棄物発電の有効活用による脱炭素化社会の実現 ➡ 地球温暖化対策

④ 熱電エネルギーの地産地消による地域循環共生圏の構築 ➡ 持続可能な地域社会づくり

⑤ 民間活力を最大限活用し、財政負担を軽減する施設整備 ➡ 住民サービスの維持・向上



■事業方式別の定性比較結果
Ⅲ 比較検討



■事業方式別の定性比較結果
Ⅲ 比較検討



Ⅳ 公民連携協定方式とは
■公民連携協定方式における事業スキーム



Ⅴ 循環型社会の実現に向けた施策（案）
■地域循環共生圏形成による地域活性化（例）

※「第四次循環型社会形成推進基本計画（平成30年6月19日閣議決定）」パンフレットより引用
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